
 

 
 

事 業 報 告 
自 平成 30 年 4 月  1 日 
至 平成 31 年 3 月 31 日 

１．会社の現況に関する事項 
（１）事業の経過及びその成果 

当該事業年度は、台風や地震等の自然災害が相次いだことに加え、国際情勢の緊張、

労働需給のひっ迫による人件費の上昇等、経済活動への影響が懸念されましたが、わが

国の経済は、堅調な雇用・所得環境を下支えとした個人消費の緩やかな増加、好調な企

業収益を背景とした設備投資意欲の増加等に支えられ、全体としては緩やかな回復基調

で推移致しました。 
北海道では、9 月に胆振東部地震が発生しました。さっぽろ地下街では、地震そのもの

の被害はさほど大きくありませんでしたが、北海道全域で大規模停電になった影響は大

きく、開業以来初めて 2 日間の臨時休業を余儀なくされました。また、道内経済を牽引

してきた観光への影響が心配されましたが、各自治体による情報発信や、官民挙げて取

り組んだ北海道ふっこう割等の対策が功を奏し、一時的に落ち込んだ観光客数は、年末

までに前年並みに戻りました。こうした観光消費の回復もあり、道内経済は、年度を通

しては国内同様にプラス基調で推移しました。 
さっぽろ地下街は、「いいこと、あつまる。」を年間コンセプトに他商業施設との差別

化とお客様への還元を意識した施策を展開しました。9 月には西 2 丁目地下歩道が開通し

て新たな賑わいがうまれ、さっぽろ地下街の売上は、震災による一時的な落ち込みはあ

りましたが、13,191 百万円（対前年比 0.9％増）となり、前年を上回ることができました。 
当該事業年度における当社の損益については、壁面広告収入が堅調に推移したものの、

駐車場収入が僅かに減少し、売上は 1,942 百万円（前事業年度対比 0.7％減）と微減とな

りました。 
費用では、大規模改修工事に伴う営繕費の大幅な増加があり、営業利益は 92 百万円（同

27.9％減）、経常利益は 120 百万円（同 18.8％減）、当期純利益は改修工事に伴う固定資

産除却損が増加となり、78 百万円（同 18.9％減）と減益となりました。 
今期の配当につきましては、昨年同様、一株あたり 30 円（年 6％）を維持することと

しております。株主の皆様におかれましては、より一層のご支援とご理解を賜りますよ

うお願い申し上げます。 
（２）対処すべき課題 

翌事業年度の道内景気動向は、胆振東部地震復旧工事の本格化による公共工事の増加

や堅調な観光消費等がけん引役となり、引き続き緩やかな回復基調が続くと予想される

ものの、10 月実施予定の消費税増税による個人消費の一時的な落ち込み、米中の貿易摩

擦による世界的な景気後退等の懸念材料があり、今後の国内経済の動向は予断を許しま

せん。 
  また、東京五輪の開催や災害対策工事の増加等により、近年労務単価や建設資材価格

の高騰が続いております。大規模改修工事等を抱える当社としましては、今後の情勢に

注視し、適切に対処してまいります。 
大通周辺の状況としましては、地下街隣接ビルの建て替えや宿泊施設の建設等が進行

中であり、今後エリア集客力の高まりが予想されます。当社といたしましては、厳しい

事業環境下ではございますが、引き続き大規模改修工事等を実施し、より多くのお客様

に安心安全で快適な地下街をご利用いただくよう、努めてまいりたいと考えております。 
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また、さっぽろ地下街は 2021 年 11 月に節目の 50 周年を迎えます。札幌地下街商店会

とも連携し、皆様に愛され、魅力のある地下街を目指して準備を進めてまいります。 
（３）資金調達等の状況 
  当該事項はありません。 
（４）設備投資の状況 

当期における設備投資の総額は 328 百万円です。主なものでは、ポールタウン空調機

大規模改修工事 150 百万円、ポールタウン直流電源装置更新工事 18 百万円、ポールタウ

ン外気取入設備工事 14 百万円、ポールタウン排煙制御システム改修工事 14 百万円を実

施いたしました。 
（５）直前 3 事業年度の財産及び損益の状況 

区分 
第 47 期 

（平成 27 年度） 
第 48 期 

（平成 28 年度） 
第 49 期 

（平成 29 年度） 
第 50 期 

（当事業年度） 
売 上 高 1,958 百万円 1,930 百万円 1,956 百万円 1,942 百万円 
経 常 損 益 143 百万円 82 百万円 148 百万円 120 百万円 
当期純損益 73 百万円 51 百万円 96 百万円 78 百万円 

一株当たり当期純損益 71 円 09 銭  49 円 30 銭  93 円 20 銭  75 円 60 銭 
総 資 産 6,970 百万円 6,719 百万円 6,576 百万円 6,394 百万円 

（６）主な事業内容 
地下通路の管理及び地下通路に付帯する店舗等の管理・賃貸をいたしております。 

（７）主要な営業所 
本     社 札幌市中央区南 2 条東 1 丁目 1 番地 14    
オーロラタウン 札幌市中央区大通西 1~3 丁目（33,645 ㎡、地下駐車場 15,149 ㎡含む） 
ポールタウン 札幌市中央区南 1~4 条西 3~4 丁目（14,222 ㎡） 

（８）使用人の状況 
使用人数 対前期比増減 平均年齢 平均勤続年数 

48 名 2 名減 49.8 歳 7.0 年 
※使用人数は正社員、嘱託社員、契約社員及び時間給社員です。 

（９）主要な借入先及び借入額 
借入先 借入額（対前期比増減） 

株式会社日本政策投資銀行  336 百万円（85 百万円減） 
株 式 会 社 北 洋 銀 行   213 百万円（56 百万円減） 
北 海 道 信 用 金 庫   81 百万円（20 百万円減） 
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２．株式に関する事項 
（１）発行可能株式総数    1,600,000 株 
（２）発行済株式の総数    1,040,000 株 
（３）当事業年度末の株主数      52 名 
（４）大株主 
 （発行済株式の総数に対するその有する株式の割合が高いことにおいて上位となる 10 名の株主） 

株 主 名 
当社への出資状況 

持株数（株） 出資比率（％） 
札 幌 市 246,000 23.65 
札 幌 商 工 会 議 所 105,400 10.13 
株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 100,000 9.62 
北 海 道 60,000 5.77 
日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口 4） 60,000 5.77 
株 式 会 社 北 洋 銀 行 52,000 5.00 
大 成 建 設 株 式 会 社 36,000 3.46 
あ い お い ニ ッ セ イ 同 和損 害 保 険 株 式 会 社 31,500 3.03 
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 30,000 2.88 
株 式 会 社 札 幌 丸 井 三 越 28,300 2.72 

 
３．会社役員に関する事項 

会 社 に お け る 地 位  氏           名 担当及び他の法人等の代表状況  
代 表 取 締 役 社 長 
常 務 取 締 役 
常 務 取 締 役 
常 務 取 締 役 
取 締 役 
取 締 役 
取 締 役 
取 締 役 
取 締 役 
取 締 役 
常 勤 監 査 役 
監 査 役 
監 査 役 
監 査 役 

渡      光 春 
松 岡  正 治 
西 野    寛 
相 澤  利 朗 
芝  富 士 夫 
明 道    進 
光 地  勇 一 
松 嶋  一 重 
小 西  正 雄 
廣 田   恭 一 
工 藤  良 成 
辻    清 宏 
郷    雄 司 
古 郡  宏 章 

 
 
 
 
施設部長 
㈱ほくせん特別顧問 
札幌中央アーバン㈱取締役会長 
㈱日本政策投資銀行北海道支店長 
札幌市経済観光局長 
札幌商工会議所専務理事 
 
辻清宏税理士事務所 
㈱北洋銀行執行役員公務金融部長 
北海道電力㈱常任監査役 

  （注）１．当事業年度中における取締役の異動は次のとおりであります。 
   ・平成 30 年 6 月 22 日開催の第 49 期定時株主総会決議における異動 

新 任 取締役 廣田 恭一、監査役 工藤 良成 
退 任 取締役 椎根 雅道、取締役 菊嶋 明廣 

２．取締役 明道進氏、光地勇一氏、松嶋一重氏、小西正雄氏及び廣田恭一氏は、   

会社法第 2 条第 15 号に定める社外取締役であります。 
３．監査役 工藤良成氏、辻清宏氏、郷雄司氏及び古郡宏章氏は、会社法第 2 条第 16

号に定める社外監査役であります。 
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４．会計監査人の状況 
（１）名 称 EY 新日本有限責任監査法人 
 
５．内部統制についての取締役会決議の状況 

業務の適正を確保するための体制等の整備について、取締役会で決議した内容

の概要は次のとおりであります。 

（１） 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制 

法令遵守については、コンプライアンスに関する規範体系を明確にするととも

に、組織体制として役職員の役割を定め、体制の確立を図ります。 

（２） 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

役職員の職務の執行に係る情報については、その保存媒体に応じ、遺漏無きよ

う十分に注意をもって保存・管理に努めます。 

（３） 損失の危険の管理に関する規定その他の体制 

統一的なリスク管理体制確立のため、職務の執行に伴うリスクカテゴリーを分

類・整備し、効果的な予防と混乱無き対処を目指します。 

（４） 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

役職員の職務の執行が適切かつ効率的に行われる体制づくりとして、「定例役員

会要領」など諸規定を整備し運用しております。 

（５） 監査役がその職務を補助すべき使用人（補助使用人）を置くことを求めた場合

における当該使用人に関する事項 

当社企業規模並びに業務ボリュウムから、原則として専属のスタッフは配置せ

ず、総務部担当者が必要に応じ、監査役スタッフ業務を兼務するものとします。 

（６） 補助使用人の取締役からの独立性に関する事項 

その担当者の指名や業務内容、期間等について事前に取締役と監査役が意見交

換を行うものとします。 

（７） 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に

関する体制 

全ての役職員は、当社に著しい損害を及ぼす虞や事実の発生、信用を著しく失

墜させる事態、内部管理の体制・手続等に関する重大な欠陥や問題、法令違反等

の不正行為や重大な不当行為等について知り得たときには、法令に従い速やかに

監査役に報告するものとします。 

（８） その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査役は、当社の会計監査人である新日本有限責任監査法人から会計監査内容

について説明を受けるとともに、情報の交換など連携を維持するものとします。 

 

６．内部統制についての運用状況の概要 

業務の適正を確保するための体制等の運用状況は、次のとおりであります。 

（１）コンプライアンス 

法令の改正に伴い、社内規則の改正を行いました。また、役職員に情報共有を

行い、コンプライアンス意識の向上に努めました。当事業年度において、重大な

コンプライアンス違反の事案はございませんでした。 

（２）リスク管理体制 

経営リスクについては、取締役会及び経営会議を通じて各部の活動状況等を共

有し、課題の解決に努めました。また、災害リスクについては、災害対策マニュ

アルの一部変更、各種訓練・講習の実施により、役職員の災害対策意識を高めま

した。 
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（３）取締役の職務執行の概要 

取締役会を 5 回開催したほか、毎月 2 回経営会議を開催し、情報の共有化を図

るとともに経営課題の対応について審議いたしました。また、意思決定にあたっ

ては、法令、定款等に従い、適切に決議いたしました。 

（４）監査役の職務執行の概要 

監査役は、監査計画に基づいた監査を行ったほか、取締役会やその他重要会議

への出席、代表取締役社長との懇談会、事業場往査等を実施いたしました。また、

監査役会の設置及び常勤監査役の選定を行い、業務執行の状況やコンプライアン

スに関するリスクを監視し、実効的な監査が行われるように努めました。 
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貸　借　対　照　表
平成 31 年  3 月 31 日　現在

金　　　額 金　　　額

千円 千円

360,388 584,873

272,778 161,196

37,237 5,542

30,000 122,630

421 12,158

19,950 33,099

140

6,033,888 110,849

4,052,967 27,214

3,819,257 12,043

1,277 100,000

144,008 2,164,774

4,500 471,106

58,443 260,527

25,480 1,339,556

761,580 47,244

1,693 46,340

4,340 2,749,648

755,546

（投資その他の資産） 1,219,340 3,644,628

241,046 520,000

12,016 520,000

901,999 3,124,628

5,515 130,000

58,561 2,418,800

201 575,828

3,644,628

6,394,277 6,394,277

資  　産　  の　  部 負　  債　  の　  部

科　　　　目 科　　　　目

【 流 動 資 産 】 【 流 動 負 債 】

【 固 定 資 産 】 前 受 金

現 金 及 び 預 金 １年内返済長期借入金

未 収 入 金 １年内返済保証金

有 価 証 券 未 払 金

商 品 未 払 法 人 税 等

そ の 他 流 動 資 産 未 払 消 費 税 等

未 払 費 用

（有形固定資産） 預 り 金

建 物 賞 与 引 当 金

構 築 物 修 繕 引 当 金

器 具 備 品 【 固 定 負 債 】

土 地 長 期 借 入 金

リ ー ス 資 産 受 入 保 証 金

投 資 有 価 証 券 （ 資 本 金 ）

建 設 仮 勘 定 受 入 敷 金

（無形固定資産） 退 職 給 付 引 当 金

電 話 加 入 権 長 期 未 払 金

ソ フ ト ウ エ ア 負 債 の 部 合 計

施 設 利 用 権 純　資　産　の　部

【 株 主 資 本 】

資 産 合 計 負債・純資産合計

差 入 保 証 金 資 本 金

保証金返還積立金 （ 利 益 剰 余 金 ）

長 期 前 払 費 用 利 益 準 備 金

繰 延 税 金 資 産 別 途 積 立 金

そ の 他 繰 越 利 益 剰 余 金

純 資 産 の 部 合 計
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損　　益　　計　　算　　書

千円

1,942,074

1,646,812

売 上 総 利 益 295,262

【販売費及び一般管理費】 202,264

営 業 利 益 92,997

受 取 利息 ・配 当金 2,234

雑 収 入 36,552 38,787

支 払 利 息 10,864

雑 損 失 0 10,864

経 常 利 益 120,919

固 定 資 産 除 却 損 6,912 6,912

税引前当期純利益 114,007

法人税、住民税及び事業税 33,701

法 人 税 等 調 整 額 1,674

当 期 純 利 益 78,631

【 営 業 外 収 益 】

【 営 業 外 費 用 】

【 特 別 損 失 】

自　平成　30年　4月　　1日

                                                                                                   至　平成　31年　3月　31日

科 目 金 額

【 売 上 高 】

【 売 上 原 価 】
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（単位：千円）

別　途
積立金

繰越利益
剰余金

520,000 130,000 2,418,800 528,397 3,077,197 3,597,197 3,597,197

剰余金の配当 △ 31,200 △ 31,200 △ 31,200 △ 31,200

当期純利益 78,631 78,631 78,631 78,631

47,431 47,431 47,431 47,431

520,000 130,000 2,418,800 575,828 3,124,628 3,644,628 3,644,628

平成30年4月1日残高

当期変動額

当期変動額合計

平成31年3月31日残高

株主資本等変動計算書

（自 平成 30年 4月 1日　至 平成 31年 3月 31日）

株主資本

純資産
合　計

資本金

利益剰余金

株主資本
合　    計

利　益
準備金

その他利益剰余金
利   益
剰余金
合   計
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１．記載金額については、千円未満を切り捨てて表示しております。

２．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的債券 ・・・ 償却原価法

その他有価証券

時価のないもの ・・・ 総平均法による原価法

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

商　　　　品 ・・・ 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

（３）固定資産の減価償却方法

・・・ 定額法を採用しております。ただし、平成19年３月31日以前に取得したものについては、旧

定額法を採用しております。なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、

３年間で均等償却しております。

　　　　　　　　　　　　　　 　
・・・ 定額法によっております。ただし、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

リース資産 ・・・  所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（４）引当金の計上基準

賞 与 引 当 金 ・・・ 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

修 繕 引 当 金 ・・・ 固定資産の周期的な修繕に備えるため、過去の実績を勘案して計上しております。　

退 職 給 付 引 当 金 ・・・  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき

計上しております。

貸 倒 引 当 金 ・・・ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権及び破産更生債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。なお、当事業年度においては、貸倒実績はなく、また貸倒懸念債権等もないため、

貸倒引当金を計上しておりません。

（５）消費税等の会計処理は税抜処理によっております。

３．表示方法の変更に関する注記

　 『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）に基づく「会社法施行規則及び会社計算

  規則の 一部を改正する省令」（平成30年３月26日 平成30年法務省令第５号）を当事業年度から適用し、繰延税金資産は投資その

  他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。

個　別　注　記　表

有形固定資産
（リース資産を除く）

無形固定資産
（リース資産を除く）
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４．貸借対照表に関する注記

（１）担保に供している資産及び担保に係る債務　  

①担保に供している資産　  

建 物 3,819,257千円

構 築 物 1,277千円

定 期 預 金 1,854千円

計 3,822,389千円

②担保に係る債務　  

１年内返済長期借入金 85,200千円

長 期 借 入 金 251,700千円

計 336,900千円

（２）有形固定資産の減価償却累計額 10,539,197千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

（１）当事業年度の末日における発行済株式の総数（普通株式） 1,040,000株

（２）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

平成30年６月22日の第49期定時株主総会において、次のとおり決議しております。

配当金の総額 31,200千円

配当の原資 利益剰余金

1株当たり配当額 30円

基準日 平成30年３月31日

効力発生日 平成30年６月25日

（３）当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

令和元年６月21日の第50期定時株主総会において、次の議案を付議いたします。

配当金の総額 31,200千円

配当の原資 利益剰余金

1株当たり配当額 30円

基準日 平成31年３月31日

効力発生日 令和元年６月24日

６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な内容は、修繕引当金、退職給付引当金の否認等であります。

７．リースにより使用する固定資産に関する注記

　　　貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器等の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用して

　　　おります。

８．金融商品に関する注記

（１）金融商品の状況に関する事項

　資金運用については、元本の回収確実性を最重視し、かつ常識的な運用益が得られるような商品で運用しております。また満期設

　定のある金融商品は、原則としてその満期日もしくは償還日まで保有するものとし、金融機関の選定についても信用面に留意しつ

　つ、安全性の確保に努めております。

　有価証券及び投資有価証券は主として公社債等の債券であり、半期ごとに時価把握を行っております。

　借入金の使途は設備投資資金（長期）であり、いずれも固定金利の証書貸付であります。なお、デリバティブ取引は実施しておりま

　せん。
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（２）金融商品の時価等に関する事項

当事業年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下のとおりです。

    （単位：千円）
 

（*）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（1）現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 （2）有価証券、及び（3）投資有価証券　

証券会社等、各取扱金融機関の開示する時価情報によっております。

（4）保証金返還積立金

（5）未払金

（6）長期借入金（一年内返済分を含む）

借入金については、元利金の合計額をリスクフリーレートにスプレッドを加算して算出する利率で割り引いて算定する方法に

よっております。

９．賃貸等不動産に関する注記

（１）賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では札幌市内において、地下商業施設として賃貸用不動産を有しております。

（２）賃貸等不動産の時価に関する事項

10．１株当たり情報に関する注記

（１）１株当たり純資産額 3,504円45銭

（２）１株当たり当期純利益 　　75円60銭

11．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

（注2）非上場株式（貸借対照表計上額は、810千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュフローを見積もることなどができ

ず、時価を把握することが極めて困難と考えられるため、「(3）投資有価証券」には記載しておりません。

（注3）一年内返済保証金（貸借対照表計上額は、5,542千円）及び受入保証金（貸借対照表計上額は、260,527千円）、受入敷

金（貸借対照表計上額は、1,339,556千円）は、退去時期が未定であり、かつ将来キャッシュフローを見積もることなどができず、

時価を把握することが極めて困難と考えられるため、上記の表には記載しておりません。

（注1）貸借対照表計上額は、有形固定資産に計上されている建物（建物附属設備を含む。）、構築物及び無形固定資産に計
上されている施設利用権のうち、賃貸の用に供される部分の取得原価から減価償却累計額を控除した額であります。

（注2）当事業年度末における時価は、主として不動産鑑定評価基準に類似した基準により鑑定人が算定した金額（指標等を用
いて調整を行ったものを含む。）であります。

（注1）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

保証金返還積立金については、主としてテナントからの預り金（保証金及び敷金）を銀行預金で運用しております。これらは

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

貸借対照表
計上額（*）

時 価（*） 差　額

（1） 現金及び預金 272,778 272,778 -                      

（2） 有価証券 30,000 30,016 16

（3） 投資有価証券

満期保有目的の債券 240,236 247,197 6,961

（4） 保証金返還積立金 901,999 901,999 -                      

（5） 未払金 ( 122,630 ) ( 122,630 ) -                      

（6） 長期借入金（一年内返済分を含む） ( 632,302 ) ( 649,830 ) 17,528

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価

4,702,072 6,984,483
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